
Ⅱ資材・機械補給計画化の最適化の諸問題

Ｅ、Ａ・フルツキー，Ｂ、Ⅱ、ゲロニムス

ソ連邦共産党第24回党大会へのソ連邦共産党中央委員会活動報告の中で，Ⅱ．Ｈ・ブレジ

ネフは，「経済発展の現段階において，生産過程に奉仕する国民経済部門一運輸，通信，

資材・機械補給一一の役割が高まっている。……この分野で大きな進歩が成し遂げられたと

は言え，継続的に改善を加える必要がある。この分野の発展を，増大しつつある生産量と生

産の複雑さに適合させなければならない」と述べた（文献［ｌ］６０～61頁)。これらの課題

の遂行は，数理経済的手法と電子計算技術に基づいて，実際の資材・機械補給計画化に最適

決定を広範に導入することと深く関連している。

資材・機械補給（ＭＴＣ）計画化の最適化の基本問題は，経済結合（xosHHcTBeHHaJI

CBH3D）を設定する次のような計画メカニズムの策定にある。すなわち，そこにおいては

最小の国民経済的支出のもとで，生産財（npoHyKmIIHnpOHsBo1cTBeHHO-

TexHIIneCKorOHasHaⅥeHHJI）の咋産量と消費量とを均衡させる諸指標が有機的に

結合されているのである。この国民経済的支出には，流通費の他，流通分野における生産過

程の継続（切断，包装，品分け，輸送，その他の作業）に関連する支出が含まれる（文献

［２］)。

n3MIIAHCCCP［ソ連科学アカデミー中央数理経済研究所］ではその創設当初からこの

方向の研究が行われてきた。特に，この研究所内に連邦ゴススナブ付属の国民経済資材・機

械補給管理過程自動化部が設置されたことで，こうした研究が強化された。その第一歩は，

単一生産物の生産企業（nocTaBmHK）への消費企業（noTpe6nTeJID）の配属

（IIP麺PenJIeHHe）を計画化する際に，線形計画輸送問題の解法の利用に基づいて数

理経済的計算を広範に導入することであった（文献［３］，［４１［５］)。この作業は，まず

初めに化学・ゴム製品について生産作業への消費企業の配属問題を解決する際に実施され，

続いて建設資材などについて実施された。生産企業への消費企業の配属についての計画計算

を現実化する過程において，種々の生産物の納入に関する現存の制約・条件や計画計算の実

施期間を考慮に入れることに関連する広範囲の方法論および情報その他の問題が解決された。

ＩｐＭＩＩの策定した「連邦ゴススナブ付属補給・販売総管理局における生産企業への消費企

業の最適配属計画の暫定標準計算法」が１９６７年に連邦ゴススナブ，連邦閣僚会議国家科学
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技術委員会，ソ連科学アカデミー幹部会で承認され，補給・販売総管理局において広範に適

用され始めた。すでに1971年には，最適配属計画が化学製品154品目，建設資材５０品目，

紙製品30品目，金属製品１３品目，その他多くの生産物について作成された。これらの計画

に従う総輸送量は年間3,500万tに達した（文献[6］）。しかし，これは決して限度ではない。

と言うのは，連邦ゴススナブ機構内には１５億t以上の貨物があり，これらすべての生産物に

ついての生産企業への消費企業の最適配属計画は．輸送費を9,000万～１億ルーブル削減し，

数万両の車両を運行からはずすことを可能にするからである（文献［６］，［７］）。

資材・機械補給計画化の際に単一生産物の生産企業へ消費企業を配属する課題と並んで，

複数生産物の生産企業に対して消饗企業の注文（saKaS）を配分（pa3MemeHHe）

する課題も解決されている。これは，総輸送・生産費最小化のもとで生産・輸送問題を解か

なければならないことに関連するものである。その際，資材・機械補給計画化の反復的性格

やこの過程の各段階に存在する情報を考慮することが必要とされる。この種のモデルの例と

しては，、､ⅡＩの策定した生産物の生産・納入注文の配分に関する計画計算システムがあり，

これは化学・ゴム製品補給・販売総管理局［以下では，化学製品総管理局と略す］の塗料・

顔料部における実際の計画化に導入されている（文献［8］）。このシステムの大筋は以下の

通りである。

最初の段階では，ｋ種塗料・顔料に対する国民経済の予備的需要量ﾉＭｋが予測により決定

され，これらの生産に用いるＳ原料の必要量８ｓの直接的計算

８．＝ＰａｓｋＭｋ
がなされる。ここに，Ｚｓｋ＝ｋ生産物ｌ単位当たりのｓ原料の平均役人係数。得られた数

値ESは当該計画機関に送られ，その機関との間で原料資源の割当１１１８sが調整される。こ

の時期にはまだ生産能力の制約に関するデータを欠いているため，原料の制約が決定的な制

約となり，割当原料から最大限可能な塗料・顔料製品生産量ｘｋが計算される。すなわち．

モaskxk≦Ｂ‘
加加〃ｋ二Ｘｋ三ｍｕＺＸＭｋ

Ｆｘｋ→ｍｑｘまたは？ckxk→､α
という問題が解かれる。ここに，ｃｋ＝ｋ生産物ｌ単位の効果係数（ＫＯＳ画ｍｍｅＨＴ

ｓ①巾eKTIIBHoCTII)。数値ｘｋは塗料・顔料生産に対する予備的注文として省一生産者

に割当てられる。

次の段階では，各ｉ企業における生産能力巧およびｋ種生産物１単位の生産に対するそ

の役人係数９１ｋに関するデータ，並びに改訂された原料割当量Ｂ'ｓが既知となる。国民経

済の需要を最大限可能な限り充足することを考慮して塗料・顔料生産に対する工業部門の改
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訂された注文量兆を決定するために，これらのデータが利用される。そのために，

Raskixik三β《

？9ikxik二Ｔｉ
２Ｘｉｋ＝ｙｋ

ｍｍＭｋ≦ル≦'mZXﾉMk

P”→'､ｘ

という問題が解かれる・得られた数値班が省一生産者との間で調整され，最終的に採択

された”は，塗料・顔料に対する各ｊ地区資材・機械補給管理局（yllTC）の需要の充

足計画作成に際してその基礎となる。すなわち，各ｊｙＤＩＴＣに対して消費量〃ｊｋが割当てら

れ，

ＺﾉMjk≦ｙｋ

となる。この段階で，塗料・顔料生産に用いる割当原料資源ES"および能力Ｔｉ’が最終的に

調整される。最後の段階では，各ｉ生産企業から各ｊｙｍＴＣへのｋ種生産物納入に対する

注文量ｘｉｊｋを配分する問題

ｚＸｉｊｋ＝Ｍｋ

ZaskiXijk≦Ｅ３'’
ijk

iil9ikxijk≦７１’

急(cijk＋Sik)xijk→〃か！

が解かれる。ここに，Ｃｉｊｋ＝輸送・調達費，Ｓｉｋ＝生産費。

この種の実際の問題の規模が大きいことから，ゴススナブ中央計算センターでは計算が２

段階で行われている。総費用に占める輸送費の比重が小さい（２～３％）こと，輸送費の変

動係数が生産費の変動係数に比べて小さいことを考慮して，まず初めに生産問題

ｚａｓｋｉＸｉｋ二ES'’
ｉｋ

：9ikJrik三zＹ

写/Mｊｋ
Ｊ

図工'iｋ

RSikx`ik→”〃
の

が解かれる。次にkIUの輸送問題

ｚＸｉｊｋ＝ｊＩｊｋ
ｌ
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ｚＸｉｊｋ＝jrik
J

男cijxijk→ｍｍ
ｌＪ

力:解かれる。

以上述べた図式（第１図）に従った計算が，化学製品総管理局の塗料・顔料部において

第１図生産物の生産・納入注文を配分する計画計算システムの図式

③

⑨

④

～

課題（長方形）；１.生産物に対する予備的需要〃kの決定，２.原料の部門平均投入係数ａｓｋの決定，

ａ原料需要Ｂｓの計算，４.連邦ゴススナブその他の庁による割当原料Ｂｓを考慮した生産物生産量Ｘｋ

の最大化，５割当原料ES’と省一一生産者によって割当てられた能力乃およびその役人係数

ｑｉｋを考慮した生産物生産量ｙｋの最大化，並びに地域資材・機械補給管理局との間での

消費量ﾉVjkの調整，６.改訂された原料割当量βs''，能力Ｔｉ’，単位生産費Ｓｉｋを考慮し

た生産物の生産・納入注文の配分，７.生産費最小化の生産問題，８.単位輸送費を考慮した輸

送費最小化の輸送問題，９生産・輸送費最小化の生産・輸送問題，１０.配属計画ｘｉｊｋの人手

管理機関（二重長方形）；１連邦ゴススナブその他の庁，２.省一生産者，３.資材・機械補

給管理局，４.生産企業

「訳注：原図ではES’はESと同様に管理機関１と課題４との間に記され，それに応じたＥＳ，ＥＳ’の
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説明がなされているが，ここでは本文での８s'の定義に合わせて図とその説U1を改めた。また，図中の

実線と点線の区別については説明がない］

1969年から実施されている。1971年に計算を実施した際，塗料・顔料の生産を５，２００ｔ増加

し，生産・輸送費を２６％削減する可能性が明らかにされた。現在，化学製品総管理局およ

び連邦化学工業省全連邦合同「ソユーズクラスカ」の活動に導入される適切な計算法が策定

・承認されている。

このような図式に従った計算は，非常に広範囲の生産財について資材・機械補給計画化の

際に適用可能である。そのために，連邦ゴススナブ中央計算センターでは必要なすべてのコ

ンピューター計算プログラムが作成されており，これらは塗料・顔料の納入計画化の際に既に

数年間利用されている。現在,Il3HHは化学製品総管理局やタイヤエ業科学研究所と協力し

て計算システムの改善を続けている。その目的は，種々の生産物生産への生産企業の専門化

に関する長期最適計画を，経常年度計画化の際に考慮に入れるようにすることにあるが，こ

のようなことは，消費企業への生産物納入の注文を配分する年度計画化制度のなかに今までは

反映されていなかったのである。これは，生産企業と消費企業との長期直接的結合iIpHMaJI

CBH3D）の計画化とその維持のような複雑な問題に対しても，より合理的に解決する可能

性を与えるものである。

資材・機械補給計画化の際，生産企業へ消費企業を配属する課題を解決する前に，国民経

済の生産財需要が計算される。生産物に対する需要の決定は，ＭＴＣ機構のすべてのレベル

で行われる。その際，直接的計算法や予測が利用されている。直接的計算法（MeTO瓜

nPjlMoroCueTa）はすでに十分に研究されているが，資材需要の予測法（MeTO瓜

npOrHoaHpoBaHHH）は近年ようやく利用され始めたものである。需要の予測について

はＭＴＣの各々の環節で異った接近法が必要とされる。ⅡgDnIの行った研究では，化学．ゴ

ム製品に対する国民経済の年間需要を予測する種々の数理統計学的モデルを利用して，補給

・販売総管理局レベルで国民経済の生産物需要を予測することに主要な関心が払われた。そ

の際得られた結果を分析したところ，このようなモデルは実地には導入しがたいことがわか

った。そこで，ヒューリスティックな予測法（sBPnCTHueCKmlMeTOgnpOrHOSa）

を策定する試みがなされたが．その基礎となっているのは次の諸命題である。

l）過去における個々の生産物の消費動向は極めて多様であり，一定の傾向を示さないこと

もしばしばある。したがって，時系列をより長くしても，予測がより正確になるとはいえ

ない。

2）次年度の需要に最大の影響を及ぼすのは，その計画期間の直前の期間における需要量で
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ある。

３）時系列の最も可変的な要素は，需要の数値それ自体ではなく，需要の増分である。

先行６年間における実際の需要のデータをもとに，第７年について予測がなされる。各種

生産物に対する需要の手持ちの時系列全体が，時系ﾀﾞﾘの最初の５年間における増分の相互関

係に応じて１６グループに分類される。

α/=j種生産物に対する第i年の需要.i=1,…,6,ｊ=1,…,N,Ｎ＝生産物の数とし

増分をｗ/＝`|＿ぬ，ｉ＝2,3,4,sとする｡第１ｸﾞﾙｰﾌﾟにはｗ２ｏｗ副ｗ4,Ｗ，
三0なる生産物が入れられ，第２グループにはＷ２，Ｗ３，Ｗ４二０，Ｗ５＜０なる

生産物が入れられ，以下同様とする。あらかじめ与えられていたすべての公式に従い，時系

列をもとに，これらの各グループについて第６年の予測量が計算される（例えば，ｄ６＝

ｄｓ＋0.06Ｗ２＋0.15Ｗ３＋0.27Ｗ４＋0.52Ｗ５，．６＝ｄｓ＋ＷＳなど)。すべての公式

による計算の結果，グループ内の生産物総数の６５％以上の生産物について第６年の予測瞳

と実際の量との誤差が１０％以下であるような公式が，各クループごとに選択される。このよ
●●

うな公式が存在しないならば，そのグループ゜は予iI('lできないものとされる。次に，最後の５

年間のデータをもとに時系列が再度１６グループに分類され，前の計算の段階で選択された

公式に従って，次の計画年度について予測がなされる。

ベスムー３およびエーベーエム＜システム４－５０＞用のプログラムが計算のために作成

されている。試験的計算が化学・ゴム製品500～740品目について１９７０年．1971年，１９７２

年に実施された。１９７２年の計算では，予測需要量の平均誤差は］４３％であり，製品の６１％

については誤差が１０％以下であった。１９７３年には．u3DnIで策定され．化学製品総行理

局で承認された方法に基づいて予測量が計算された。計算の結果は，計画に先立つ資料とし

て利用された。国民経済計画で需要傾向の変化が予定される場合には，予lll'1111(がインフォー

マルに修正される（文献［9］）。

生産あるいは最終需要の充足に必要な資材需要の決定だけでは，補給・販売過程の進行に

不可欠の信頼性を与えるには不十分である。そのためには一定の在庫が必要である。「種々

のレベルにおける在庫の状態と配置に大きく依存しているのは生産の進み具合だけではなく，

積極的な利用の分野から引き離される資材の量もそうであり，したがって，種々の生産物の

生産に対する総需要量もまたそうである。それゆえに，在庫の最適管理が，股適経済機能シ

ステム全体のなかで資材・機械補給の主要な機能の１つとならなければならない」（文献[10］

62頁)。まさにこの理由によって，在庫の最適計iilli化方法の研究が，資材．機械補給計lNDi化

の最適化の領域において主要な研究方向の１つとなっている。その際，事前に予見できない

計画外需要の充足を主要な用途とする予備的在庫（pe3epBHble3anaCbl）の計画化方

催
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法の研究に，多大の関心が払われている。予備的在庫の役割は，科学技術進歩の進展に応じ

て年々高まっている。

予備の最適水準およびその計画量を決定するために，多くのモデルが作成されている。そ

の最初のモデルは，需要が予備を上回る確率に等しい最適リスク係数ｐの計算をもとに保険

的在庫（CTpaXoBble3anaCbl）を決定する周知の方法との類推により，予備の水準

を決定できることに基づいている。ただし，

Ｃ１
ｐは＞Ｒ）＝

Ｃｌ＋Ｃ２

である。ここに，ｃ，＝予備の生産物１単位の保管費，ｃ２＝生産物１単位の不足による損

失．Ｒ＝予備の大きさ，ｘ＝需要の確率変数。この確率変数の分布は，分析の結果，対数正

規分布に従うことがわかった。したがって，予備の最適水準の大きさは，

Ｒ＝ｅｚｲpo+碗

という式で決定することができる。

化学製品総管理局に入ってくる計画外需要充足請求の実際の記録をもとに，多くの塗料・

顔料製品について適切な計算が実施された。計算の結果，これらの製品５品目について最適

水準の予備を形成するだけで，年間４２万2,800ルーブルもの経済効果が得られることが判

(ﾘﾘした（文献［11］）。

しかし，この分析で示されたように，このモデルを適用するには，当面の請求を充足した

後すぐにその補填を行い，計画期間全体にわたって一定水準の資材予備を維持することが必

要であるが，これは実際のＭＴＣにおいては極めて困難である。

予備を追加的納入によって補填しなければならないことから，次の段階では，必要な予備

の水準ではなくその量を決定することに研究が向けられた。予備は，その資材の生産に用い

る生産能力という形で存在することもあれば（補給・販売総管理局レベル)，資材の形で存

在することもある（yllTCレベル）点が考慮された。

予備能力による生産物の生産を計画化する際には，予備能力の操業休止と，計画外需要充

足に必要な生産物の不足とに関連する平均費用関数が最小化される。この関数は各四半期に

ついて，

Ａ（Ｒｉ）＝ｃ３ｊＶ(Ｒｉ－Ｓｉ（Ti))十十c2jM(Ｒｉ－Ｓｉ（Tl))￣

と表わされる。ここに，Ｃ３＝産出量で測られた予備能力の操業休止による損失，Ｒｉ＝第

ｉ四半期における予備能力による生産物の計画生産量，Ｓｉ（ZY）＝期間Ｔｉにおける計

画外需要充足に対する総請求1,ltの確率変数。

Ａ(Ｒｉ）が最小値に達する最適量Ｒｉ≧Ｏを求めることは。方程式
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Ｃ２
ｐ（si（Ｔｉ）≦Ｒｉ）＝

Ｃ３＋Ｃ２

に帰着し･この式は，関数Ａ(Ri）が厳密に凸である（すべてのＲｉについてd2A/dR3i

＞0）ことから，ただ１つの解をもつ。方程式の解は，第ｉ四半期についての最適値

Ｒｉ＊を与える。すべての四半期についてのこれらの値の合計が最適量となるが，このＩｌｌは，

補給・販売総管理局所管の生産物に対する計画外需要を充足するために、年度計画で規定す

べきものである。

ＲｌｉｔＤ値を求めるために，ベスムー３用のプログラムが作成された。これに従って｡1970年

の実際の計画外需要のデータをもとに，不足が生じていない生産物１０品目について試算が

行われた。その結果，化学製品総管理局における年間予備量は，種々の資材に対してその年

度生産計画の2.5％から２０％まで大きく格差付けなければならないことがわかった。予備

の四半期ごとの量についても，大きな格差が得られた。最適予備量が実在するときの効果の

計算によれば，その際国民経済的支出は50％以上削減する。

ｙＭＴＣレベルでの予備を決定する際には，予備を資材の形で保有しなければならないこ

とが出発点となる。これは，予備的在庫量全体が計画期間期首に存在しなければならないとい

う特殊性をこの課題に付与するものであるが，このことは保管費に反映されている。したが

って，次の費用関数の数学的期待値

Ｅ…JiFE(R,-Ｍ)Ｍ+c塾だ'M-s1(t)川

が最小化される。この関数の最小化は，積分方程式

去年,(Ｍ)≦ＲＭ`一言:fでＴ
を解くことに帰着する。

方程式の数値解を得るために，同じくベスムー３用のプログラムが作成されている。これ

に従って，地域ＭＴＣ管理局における実際のデータをもとに計算を実施することが予定され

ている（文献［12］）。

ＭＴＣ地域機関の基地（６asａ）や倉庫（cKJIa1）における経常的・保険的在庫の合理

的な量を決定する問題は非常に困難である。現在，実際に行われている補給・販売は，在庫

管理論に関する多くの研究で考察されている過程とは甚だ異なっている。そこで，ｕ９ＭＨ

とモスクワ大学の経済分析の数学的方法講座は，これらの在庫の必要量を決定するためにコ

ンピューターでのシミュレーション方法を利用する試みに取り掛かった。そこでは，任意の

時間ｔに消費企業から生産物の確率的大きさ８tの請求を受ける倉庫が考察された。この時間
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ｔにおいて倉庫の在庫ｘが十分であれば，請求は完全に充足され，不十分であれば，倉庫に

存在する在庫量の分だけ充足される。後者の場合，倉庫は、供給できなかった生産物量に比

例する罰金ｃ２を消費企業に支払う。倉庫への生産物の入荷も，確率時'''１丁に確率的大きさ

ｙγとして行われる。在庫生産物の保管に要する倉庫の支出ｃ１は，期間Ｔ全体の平均在庫

了に比例する。計画期間Ｔ全体における倉庫の平均総費用が最小化されるような期首在庫の

計画水準を求めなければならない。

に２＋ｃ,）→、腕

問題を解くためにこの過程のモデルが構築されているが，これはシステムの要素のビヘイ

ビアーとその相互関係を記述したコンピューター用総合プログラムである。コンピューター

での計算により，種々の初期データを与えて，倉庫から消費企業に補給を行うときに生じる

現実の過程をシミュレーションすることが可能となっている。初期データとして，期首在庫

の計画水準の種々の値兀。が与えられている。その各々について，上述の確率変数ｔ，Ｂｔ

７，ｙＴの実際の分布を考慮して期間全体の計算が行われ，保管と罰金支払に要する支出合

計が決定される。その結果，ｘ・に対する支出の依存関係が明らかにされる。最小の支出合

計が最適値ｘ・を決定する。

エーベーエムＭ－２２０用の適切なプログラムに従って，レウトフ化学製品基地が保管する

多くの資材についての消費企業への補給のデータをもとに試算が行われている。そして，例

えばタイヤ（２２０ｍ×５０８mm）の在庫をほぼ２分の１に削減できることが明らかにされた。

計算要綱がモスクワ地区化学製品補給・販売管理局で承認され，ＭＴＣ地域機関でＡＣｙ創

設の際利用することが奨励されている（文献［13］）。

しかし，基地，倉庫および消費企業における総在庫水準は，とりわけ，消費企業への直送

あるいは倉庫補給形態（TpaHsHTHaJIHJmcKJIaﾕcKaH①opMacHa6xelmJI）

のいずれを選択するかに大きく左右される。u91111では適切な数理経済モデルが作成されて

いる。そのモデルは，輸送・調達費と，倉庫の在庫生産物βｊおよび消費企業の在庫生産物

γｋの保管・凍結に要する支出との総費用Ｃ，すなわち

Ｃ＝Fcijwij＋ＲｃＭｌｋ+Ｒｃ"iklik十Ｍβj十Fc'9kγｋ
を最小にするようなｉ生産企業からｊ基地への納入量ｗｉｊ，ｉ生産企業からｋ消費企業へ

の納入量ｙｉｋ，ｊ基地からｋ消費企業への納入最〃ｊｋを決定するモデルである。

変数Ｗｉｊ，皿ｊｋ，ｐｉｋはバランス制約式

ｚｗｉｊ十F,ｉｋ≦Ａｉ
(ここに，Ａｉ＝ｉ生産企業による当該ｙＭＴＣのための生産物生産量）

ｚｙｉｋ＋巴mjk＝Ｂｋ
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（ここに，Ｂｋ＝ｋ消費企業の需要)を満たしまたぃ基地への生産物入荷量は基地からの出

荷量に等しい，すなわち

子wij＝；"ｊｋ
とならなければならない。

一般的に。在庫βｊ，γｋは，ｗＭｲ，ⅨＡおよび4,i産企業からの標準直送納入鼠Ｈ・

基地からの標準納入量ｈなどの関数である。ただし，Ｈ＞〃。

これらの在庫をｃの最小化の結果としてｗ,し，卿とともに求めるためには。これらの在

庫について適当な制約条件式を書き示さなければならない。しかし，このような制約条件を

伴う問題を立てたり，まして解いたりすることは今のところ極めて困難であることが研究で

わかっている。そこで,近似解を求める以下の案が提案されている。初めに，

駒=|著二:二:w:鬘::菫付…,…,,臓聲…蕾，
zpikHｐＺｲjkA

γk＝－｣万Ｔ＋ＴＦＦ
を仮定して問題が解かれる。これらの式を汎関数ｃに代入すると，基地の利用の，つのヴァ

リアントから他のヴァリアントヘの移行点でｃがこれらの変数について不連続であることが

わかる。このようなヴァリアントは２Ｎ個ありうる。ここに，Ｎ＝基地の数とする。そこで，

２Ｎ個の線形計画問題が解かれ，汎関数の値が決定される。

解法の第２段階では,納入予定表（ｒｐａｍＨＫｎＯＣＴａＢＯＫ）になぞらえたシミュレー

ションにより，在庫量が精密化される。このためにヒューリスティックなアルゴリズムが策

定されているが，その基礎となっているのは，経常的在庫の最小化は最初に生産企業，次に

消費企業,最後に基地という,,lii序で行わなければならないという考え方である。「仮想的」

在庫α○のシミュレーションが行われるが，この値は初期の時点では０で，その後の時点

では負の値を取りうる。α・＝、血（－α(t））とし，シミュレーシ.ヨンのステップ幅は

時間区間△とする｡消費量は既知である。シミュレーションでは，時間区間における生産と

消費を考慮して，生産企業と消費企業における在庫が各ｔについて継続的に計算される。次

に,標準直送量〃以上の在庫を有する各生産企業について,,lKi番に。初めに納入を行うべき消

費企業が見つけられる｡これは，年間消費量と既に供給されたL量との差がＯより大きく，在

庫が最小であるような消費企業である。そこにＨ量の貨物が供給されるが，このことは生産

企業および供給先の施設における在庫の計算，さらに，残る年度内になお供給しなければな

らない生産物量の計算に反映される｡この後生産企業にＨ以上の在庫が残っているならば，

在庫がＨ未満になるまで同様の計算が再度行われる。それから，次の生産企業に移り，以下

卜
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同じである。同様の計算が基地およびそこに配属された消費企業についても行われるが，今

度はｈ量の貨物が考慮される。

同時に，システムの各施設における経常的在庫の平均が計算され，期首在庫計算量を考慮

してこの平均に修正が加えられる。このようにして，補給形態選択の各ヴァリアントについ

て納入予定表と経常的在庫の精密化された平均とが求められる。これをもとに，各ヴァリア

ントの汎関数Ｃに従う精密化された費用が最終的に決定され,・その中から最小費用のヴァリ

アントが選択される。

ベスムー３用のプログラムが作成され，これに従って，モスクワ地区およびレニングラ

ード地区ｙＭＴＣにおける実際のデータをもとに多くの計算がなされている。そして，現状

と比べると，コンピューターでの計算により消費企業への－１筒効率的な補給形態を選択でき

ることが明らかにされた。基地の在庫は若干増加するものの，地区の在庫は２分の１～３分

の１に削減することが可能であり，総費用も８％から５５％減少している。これらの結果は

ｙＭＴＣの従業員によって承認されている。補給形態と納入予定表の決定方法をＡＣｙＭ

ＴＣの枠内で実用化することが奨励されている（文献［14］)。

このように，近年Ⅱ３ＭＨでは資材・機械補給計画の多くの課題に関する数理経済モデル

と最適決定方法を策定するための一定の作業がなされている。その一部は既に実際の活動に

導入され，著しい経済効果を上げている。しかし，部分的課題の最適決定だけでは，ＭＴＣ

全体の最適計画化を保証するにはなお十分でない。それは，局所的数理経済モデルを一定の

システム，相互連関的コンプレクスに統合してはじめて可能となる。最近この策定作業が

II3DIIIで行われた。

この研究において，国民経済の資材・機械補給計画化の基本目標は以下のものであること

が示された；

１）品目別の（HoMeHKJIaTyPHaH）生産計画とアソートメント別の（acCopTH-

MeHTHaH）支払能力ある生産物需要とを計画的に斉合化する。これは，ＭＴＣ計画化

のモデルズ・システム（CIIcTeMaMo瓜eJIeii）を策定する際，制約条件として採用

しなければならない。

2）国民経済的支出を最小にする。これには，流通費のほか，生産費の一部，資材の不足に

よる消徴企業の損失，予備としての生産能力の操業休止による生産企業の損失などが入る。

これはＭＴＣ計画の質の判定規準として採用しなければならない。

計画化の各部分的課題において個別的に支出の最小値に達しただけでは，ＭＴＣ計画の総

支出の最小値を得たことにはならない。それは，ＭＴＣ管理のすべてのレベルに関して，ま

た決定の時間に関して相互に連関するモデルズ・システムが，資材・機械補給の最適計画化
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の基礎として存在するときにはじめて可能となる。

理論的には，「あらゆる関係において最適である」計画は，単一の数理経済モデルを構成

することにより求めることができる。しかし，ＭＴＣ計画のためのこのようなモデルを現実

化することは今のところ不可能であるため，モデルズ・システムを策定し，全体的課題がこ

のシステムに属す多くの局所的課題に分かれるようにする，という問題が現在提起されてい

る。その際，局所的課題は，その解の結果とＭＴＣ計画化の全体的・総合的課題の解との無

矛盾`性を保証する一定の要請に応えるものとならなければならない。

ＭＴＣ計画作成の工程を分析することがｂ全体的システムから部分的課題を抽出する方法と

して利用され，この工程が情報流通・変換過程として考察される。計画化のレベル，連鎖関

係および境界，諸課題のヒエラルヒーとその相互関係などが設定される。このような考察に

より，ＭＴＣ計画化を次のように描写することができる。すなわち，それは相互連関的課題

の多段階的コンプレクスの解を求める逐次的過程であり，その際，ＭＴＣ管理ヒエラルヒー

の以下の４つのレベルの各々で現物的・価値的指標の相異なる集計化が行われるのである；

ｌ）連邦ゴススナブ，２）補給・販売総管理局（ＣＴＣＣ），３）経済地区の（地域）ＭＴＣ

総管理局（yDlTC）．４）基地（倉庫)，小口卸売商店。各イタレーションにおいては，

計画課題の最適決定がなされるだけでなく，そのとき得られた結果がＭＴＣの相異なる管理

レベルの間で，また，ＭＴＣ機関とその外部の国民経済単位との間でインフォーマルに調整

される。

ＭＴＣ計画化の過程は，上からも（連邦ゴスプランから。連邦ゴスプランは，５カ年計画

と具体化された年度計画に基づいて，最も集計化された形で最終生産!#i'iD計画量についての

指令を連邦ゴススナブに出す)，下からも（企業から。企業は朱産物アソートメントでの需

要をｙＭＴＣに伝える）出発する過程として考察される。

＊一般に理解されている概念とは異なり，ここで最終生産量とは，ＭＴＣ機構のサービス

を受ける諸部門の生産物生産量から，これらの諸部門全体の内部消費量を控除した量のこ

とである。

ＭＴＣ計画化の過程は仮設的に５段階に分けられる。

１．ゴススナブは，ゴススナブ品目での生産物最終必要量を事前に予測し，２次計画問題を

解くことにより，ゴスプランから得たデータをゴススナブ・バランス品目に分計する。

ⅡＣＴＣＣは，最終生産物の生産課題をゴススナブから得ると，そのデータをＣＴＣＣバラン

ス品目に分計する。相異なるＣＴＣＣの計画は相互間で調整されなければならないが，本来こ

れは，CPCＣ品目での単一のゴススナブ生産物連関バランスを解かなければならないことを

意味する。このような問題の規模が非常に大きいこと，また，多くの制約条件が省・庁との
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間でインフォーマルに調整されなければならないことから，これは不可能である。そこで，

これらの問題の逐次解法が提案されている。バランスの斉合性が得られた後，ＣＴＣＣはバラ

ンス品目で割当てた生産物量をｙｌｌＴＣに伝え，省一一生産者は生産物生産量の予備的計画

を所管企業に伝える。企業はこれに基づいて生産物明細品目（cneUllのImnPOBaHHaH

HoMeHKJIaTypa）での需要をyllTCに伝える。

Ⅲ、ＣＴＣＣとyllTcとの間で，またｙｍｃと消費企業との間で資源割当量が調整される。

ｙＭＴＣは経常的・保険的・予備的在庫の増加(または削減)の問題を解く。CmCとyllTCが計

画を凋整できない場合には，最終的に調整されるまで第Ⅱ段階，さらには第１段階（連邦ゴ

スプランとの間で）のイタレーションを再度行うことができる。そして．生産物明細品目で

の均衡のとれたＭＴＣ計画とこの計画に対応する生産物経常価格が得られる。

Ⅳ、ｃｒｃｃは，省一生産者と協力して，生産企業から消費企業への明細品目生産物の生産

・納入に対する，ｙＤＩＴＣごとに集計された注文を配分するという問題（生産・輸送問題）

を解く。この生産物について，保証された直接的結合が設定されているならば。得られた解

がこれらの結合に適合するかどうか確かめられる。これらが侵害される場合には生産・輸送

問題が再度解かれるが，そのときこの問題に直接的結合と非直接的結合の各々についての変

数が入れられ，汎関数には侵害に対する支出［罰金］についての正の項と，直接的結合によ

る生産物１単位の納入効率についての負の項が付け加えられる。

Ｖ・ｙＤＩＴＣは明細化された需要をアソートメント品目（accopTIIMeHTHaH

HoMeHKnaTyPa）に分計し，これが生産企業との間で明細品目量と調整される。取り除

けない食い違いは，ＣｒＣＣによって解決される。さらに，ｙＤＩＴＣでは補給形態選択の課題

が解決され，直送・倉庫納入量が決定される。この課題を解決した結果が納入予定表の作成

に利用される。この納入予定表は，消費企業への生産物の集中送達経路を計画化する課題に

解決の可能性を与えるものである。

以上でＭＴＣ計画化の基本的課題を解決する過程が終了する。このモデルズ・コンプレク

ス（KoMnJIeKcMoHeJIeii）の概略図は第２図に示されている。

提起されたモデルズ・コンプレクスはＭＴＣのすべての基本的側面を包摂し，定式化され

た局所的課題の中にこの過程のすべての主要な条件・要素が反映され，局所的課題の制約条

件はＭＴＣ計画化の全体的課題の制約条件に照応している。局所的課題を解くために採用さ

れた最適性規準はＭＴＣ計画化の全体的規準に矛盾していない。これらの結論により，策定

されたモデルズ・システムの現実化は．国民経済のＭＴＣ計画として最適に近い計画が得ら

れることを保証するものである，と主張することができる。

最近，資材・機械補給・販売の過程をより完全に反映する，複雑化されたモデルが作成さ
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上の数理・経済モデルズ・コンプレクスの概略図第２図資材・機械

□
□
ロ
ロ
ロ
、

Ｌ連邦ゴススナプ品目での最終消費の予iIlllモデル，２.連邦ゴススナブの部門連関物財バランス・モデ

ル，３.補給・販売総管理局品目での最終消費の予測モデル，４.生産企業の能力予備の決定モデル，５.補

給・販売総管理局の生産物連関バランス・モデル，６.基地における在庫の決定モデル，７.商品在庫予備

の決定モデル，８.地域資材・機械補給管理局（ｙＭＴＣ）の生産物バランス・モデル，９.長期直接的経

済結合の決定モデル，１０.生産企業に対する注文の配分および生産企業へのｙＭＴＣの配属のモデル，

11.消費企業への補給形態の決定モデル，１２.納入予定表の決定モデル，１３.消費企業への生産物の集

中送達経路の決定モデル

れている。特に直送・倉庫補給形態とＭＴＣ機構のすべての環節における資材在庫の状態

とを考慮して経済結合の最適化を図るモデルが注目に値する（文献［15］５９～61頁)。

’個の生産企業（ｉ＝１，．．．，１），［個の消費企業（j＝１，…，Ｉ），Ｐ個のＭＴＣ機構の

中継倉庫（ｐ＝１，…，Ｐ）から成る単一生産物のシステムカネある計画化期間Ｔ(t＝1,...,Ｔ）

において考察される。計画期間Ｔにおいてｊ消費企業で必要な生産物ｂｊがyjtの水準で使

用されるとする。ただし

Bvj`＝ｂｉ
ｔ＝１

である。ｉ生産企業の総納入量はαｉである。ただし，ｊＯｉｔ＝ｔ期}とおけるｉ生産企業の生

産物生産量，とすると，

Bpft＝αｉ
ｔ＝１

となる。

システムの状態はベクトルＺｔ＝(Ｘｔ，Ｙｔ）によって記述される。ここに，
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Ｘｔ＝（Xit，Xht，…，XIt），Ｙｔ＝（Y1t，Yht，…，Ypt）

であり,それぞれ消費企業［原文ではnocTaBmHKであるがnoTpe6HTeJILの誤植で

ある］と中継倉庫におけるｔ期末の生産物未販売残高である。納入予定表一経路ijについて

Ｕｉｊｔ，経路ｉｐについてり'ipt，経路ｐｊについて１１ﾉｐｊｔ－を制御ベクトル〃＝("１，

〃2,…，〃Ｔ）で記述する。ここにⅢｔ＝（Ｕｉｊｔ，Ｖｉｐｔ，ﾘｨﾉpjt）。注文実現費用は，

例えば経路ｉｊについて，

AFij6ijt＋cijUijt （１）

ただし，

吋化二二二Ｉﾐ::菫
とする。経路ｉｐおよびｐｊについても注文実現費用を同様に定める。

保管費は，考察されている期末の生産物未販売残高に正比例するものとする。すなわち。

それは消費企業と中継倉庫のそれぞれについて，

ＭｗｘｌＪ+急ひ,｝#臭Ⅳ,ﾉｰ,/）
（２）

。,γ；薑｡｡(y;[+畠''１．L：ﾙﾋﾞ）
という式で表わされる。

システムの初期状態と終期状態は既知である（Ｚｏ＝０，ＺＴ＝Ｏ）とする。変形した後

Uijt，しiptJypjtの係数をそれぞれ

Cijt＝Ｓｊ（Ｔ+１－/），Cipt＝Ｏｐ(Ｔ＋l‐t），Cpjt＝(Sj-Op）（Ｔ＋１－/）
で示し，(1)，(2)から制御〃ｔに依存しない項を除くと，次の目的汎関数を得る［訳注：正確

には，Cijt，ＣｉＰｔ，Ｃｐｊｔの定義式にそれぞれCij，Ｃｉｐ，Ｃｐｊが加えられる]．

ＺＺＺ(Ｍｊ$＋cijW)＋P需(kip6ipWiptJ'ipt）ｉｊｔ

+艀？(Mpj1＋cpjwpj1）→”〃 （３）

ＬＯＯ

制約条件は〆

ＩｔＰｔｔＴ

昌呉ⅢUij『＋農,畠vip『≦２，１丁＝Ｉ

（i＝1,…，１，ｔ＝１，．．
１ｔＰｔ

,罪ハァ+深ルァ≧畠レゾ
（j＝１，…，１，ｔ＝１，．

１ｔ

昌皇]ｗ≧,華ルァ
（ｐ＝１，…，Ｐ,ｔ＝１，．

(4)

Ｔ）

(5)

T）

(6)

Ｔ）

3９



となる。

さらに，任意の時点における制御ベクトルに，

〃ｔ≧〃。（７）

という制約条件を課すことができる。ここに,〃。＝標準直送納入量ベクトル｡

こうして，数学的ﾌ｡ログラミングの勤学的部分整数問題が得られた。(3)～(7)のタイプのモ

デルを最適化する多くの近似解法が知られている。これらの解法の種々の数学的修正には立

ち入らないが，(3)～(7)のモデルが生産と消費の動態および納入の動態を反映していることを

指摘しておく。ところで，生産と消醤の水準を￣定としてこのモデルを構成することも適切

である。というのは，その条件下では計画化期間全体にわたる生産企業への消費企業の最適

配属が可能となるからである。ただし，種々の供給源からの納入の重複を排除する制約条件

ＩＰ

Ｚ６ｉｊ＋ｚ６ｐｊ＝１
i＝１ｐ＝１

(ｊ＝１，…，Ｉ）

を導入することが適当である。

(3)～(7)のモデルを最適化するときに，ＭＴＣの多くの問題，とりわけ経済結合の合理化の

問題が解決される。最適制御〃=("１，皿２，…，ⅡT）が得られると，システムの倉庫補

給率

入＝：ﾜﾁﾞﾘ'ﾉpjt （８）

ｊ身6ｊ
を容易に決定できる。倉庫補給率(8)が与えられるならば，モデルの一層の単純化が可能とな

る。

ＭＴＣ年度計画化のモデルズ・コンプレクスは，連邦ゴススナブ科学・経済会議の－部局

で検討・承認されており，また，開発されている連邦ゴススナブ自動管理システムのソフト

ウェアを策定するうえでの基礎として採用された。国民経済のＡＣｙＭＴＣについての作

業には60以上の科学研究，企画その他の機関が参加している（文献［5］３５頁)。Ｉｌ３ＭＨ

もこれに積極的に参加しており，国民経済のＡＣｙＭＴＣ創設に関する基本規定を策定し

た。ＡＣｙの企画・導入に利用するために連邦ゴススナブに引き渡されたこの文書には，連

邦ゴススナブのＡＣｙの方法論的基礎を成す原則的規定が含まれている。その中で．ソ連国

民経済の資材・機械補給自動管理システム（ＡＣｙＭＴＣＣＣＣＰ）の機能に関する理論

的基礎が述べられ，社会主義の条件下においてＭＴＣは経済結合を設定するシステムである

ことが根拠付けられ，経済結合の合理化は社会主義経済の最適機能理論を基礎としてのみ可

能であることが強調され，生産財卸売商業の問題の本質が解Ｉﾘ)され，ＡＣｙＭＴＣＣＣＣＰ

の位置と役割が決定されている。
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続いて，長期・経常計画化，業務管理，記録，報告，分析の各々について基本的課題の分

類・一覧が与えられ，ＡＣｙＭＴＣＣＣＣＰの機能の規準が根拠付けられ，ＡＣｙＭＴＣ

ＣＣＣＰの数理経済モデルズ・コンプレクスの策定原則が述べられ，このシステムの機能の指

標体系が挙げられている。

次に，ＡＣｙＭＴＣＣＣＣＰとその環節の機能に関する経済的・法的保証の原則および

組織上の基礎が根拠付けられ，このシステムの全国家的意義が示され，ＯＴＡＣとの関係が特

徴付けられ，資材・機械補給の管理における集権化と個々の施設の経済的自主性との結合お

よび行政的方法と経済的方法との結合の問題が考察されている。

そして最後に，ＡＣｙＭＴＣＣＣＣＰの情報管理，アルゴリズム作成，ソフトウェア，ハ

ードウェアに関する原則と問題が述べられ，ＡＣｙＭＴＣＣＣＣＰ企画化の基礎となる．

これらの問題についての原則的基本規定が挙げられている。

u3MHが軸受を例に取って作成した，資材の日常業務的運用の企画案は，資材・機械補給

過程の業務管理の領域において，地域ＭＴＣ管理局の現場従業員の大きな関心を呼び起こし

た。この企画案は他の生産財に対しても有用である。

１９７２年にｎ３ＭＨの資材・機械補給管理過程自動化部で準備され，連邦ゴススナブで採択

されたＡＣｙＭＴＣＣＣＣＰの概要企画書もまた，このシステムの企画立案者を大いに助

けている。

この概要企画書には４つの編が収められている。

第１編（｢経済結合を設定するシステムとしての資材・機械補給｣）では，経済結合の本質

について掘り下げられた説明がなされ，コメコン加盟諸国におけるその組織化の若干の特徴

が述べられている。

第２編（｢資材・機械補給計画化のモデルズ・コンプレクスの図式｣）では，一般的な方法

論的規定の他，ＭＴＣ最適化の諸課題についての基本的な数理経済モデルが挙げられている

[原文ではnPOBOmTCHであるが，nPHBOHHTCHの誤植である]｡このうちの多くは既

に補給・販売機関の実際の活動に導入されているものである。

第３編（｢ＡＣｙＭＴＣＣＣＣＰの情報管理・ハードウェアの諸問題｣）では，情報管理の

意義と目的内容が解lﾘ]され，連邦ゴススナブ計算センター統合網の創設に関する基本規定，

連邦ゴススナブＡＣｙの技術的複合体の構造と相互作用に関する基本規定が収められている。

第４編（｢国民経済の資材・機械補給の全国的ＡＣｙ企画化に関する一般的原則と手順」）

では，現行ＭＴＣ制度の調査研究の方法論，ＡＣｙＭＴＣＣＣＣＰの技術課題，明細企画書

および契約企画書の策定・調整・承認の手lllFi，このシステム導入の組織などが述べられてい

る。
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1973年に資材.・機械補給管理過程自動化部は，経済結合を最適化する数理経済モデルズ

･コンプレクス策定の方法論的原理（個々のモデルの作成を含む）を連邦ゴススナプのため

に作成した。基礎的業績であるこの文書は３章編成である。

そこでは,補給．販売管理における組織・情報構造決定の問題，経済結合を最適化する課

題のモデルの問題，この最適化を実現するための経済的てこの利用の問題などが述べられて

いる。

資材・機械補給管理過程自動化部の1974年以降の計画では．経済結合を岐適化するため

の科学的方法論の策定を目差した，さらに複雑な研究が予定されている。これには，補給・

販売基地．倉庫の配置予測法の策定，生産財の品質に対するＭＴＣ制度の効果的な影響を保

証する措置の策定．進歩的補給形態のモデル分析などが含まれている｡
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